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「新たな成長に向けた事業構造改革」の実施について 

 

当社は、平成 24 年 9 月 20 日開催の取締役会において「新たな成長に向けた事業構造改革」の実施を決

議いたしました。今回の改革は単なる当面の収益改善策ではなく、新たな成長の基盤となる戦略的かつ抜

本的な構造改革です。新たなる飛躍に向け、この改革を 3 年後の創立 100 周年までに断行いたします。 

 

記 

 

Ⅰ．事業構造改革の趣旨 

前年度業績の赤字の主因は、表面的に捉えれば、震災の影響による公共事業の発注遅れや円高の進

行等といえる。しかし、根源的かつ重要な問題は、グローバリゼーションの進展や日本経済の縮小、アジ

アを中心とする新興国市場の拡大など社会・経済の急激な変化への対応が遅れ、売上が長期的に下降

していることにある。このような経営環境のもと、当社が新たな飛躍を遂げるためには、市場、開発、生産す

べてにおいて、成長著しい東南アジアを中心とした新興国をターゲットとしたグローバルな事業構造に改

革する必要がある。 

この事業構造の改革は、当社のみならず、日清紡ホールディングス(株)のエレクトロニクス事業を担う、

当社および長野日本無線(株)、上田日本無線(株)（以下、エレクトロニクス 3 社）間で成長戦略を共有し、

事業の再編などにより、グループ全体の経営基盤の強化を図るものである。 

 

Ⅱ．事業構造改革の概要 

「事業構造改革」の骨子は、以下の２点である。 

・ 成長戦略の遂行 

・ グローバルレベルでのコスト構造改革 

 

１． 成長戦略の遂行 

以下の戦略を遂行し、平成30 年３月期までに、当社連結売上高1,400 億円、営業利益率 8％を目指

す。 

（１） 成長戦略の基本方針 

① 海外事業の拡大 

東南アジアを中心とする新興国経済は高度成長を続けているが、その維持には社会インフラの

整備が必要となっている。こうした東南アジア諸国の共通点として自然災害多発国が多いことから、

特に防災インフラの整備が急がれている。また国土面積に比し海岸線が長大な国も多く、港湾・沿
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岸監視システムの整備も急務となっている。当社最大のセクターであるソリューション事業は国内

官公需向けを主として展開しているが、現地企業との協業、販売・サービス網の拡充などグローバ

リゼーションを徹底し、同事業の海外売上を国内と同規模に拡大する。 

また、海上機器事業においても、自前主義を捨て、現地生産に加え海外メーカー、代理店との

資本提携、技術提携等、協業により現地での競争力を強化し、海外事業の拡大を目指す。 

② スマート化関連事業の拡大 

当社は、日本における無線通信のパイオニアであり、時代の要請である「スマート化社会の実

現」に当たっても、革新的な情報通信技術、センサー技術等により、「海上・陸上交通の省エネ、

安全運行支援機器・システム」、「災害に強いスマートな防災システム」、および「電力エネルギー

効率改善システム」等を構築し、スマート化社会への移行に貢献する中で、当社事業の成長を果

たす。 

 

（２） 成長戦略の実施内容 

① アジアを中心とする成長市場にフォーカスし、生産・販売の徹底的なグローバル化を推進する。販

売については、海外代理店網の拡大や新たなパートナーとの提携等により競争力の強化を図る。 

② 環境・エネルギー領域、特にスマート化社会実現のための技術開発と事業育成に経営資源を集

中する。 

③ 自前主義にこだわらず、M＆A や技術提携により事業成長を加速させる。 

④ 日清紡ホールディングス(株)およびその子会社との技術シナジーを発揮し、新規成長事業を早期

に育成する。 

 

２．グローバルレベルでのコスト構造改革 

エレクトロニクス 3 社の生産設備・人員は重複が多く、加えて購買の重複や物流の錯綜が最大のコス

トアップ要因となっている。なかでも三鷹製作所（東京都三鷹市）の生産については管理要員が過大

であり高齢化も進んでいる。また、設備の老朽化も著しく、高コスト構造となっている。 

以下に掲げる諸施策の実施により、生産のみならず、商品設計・調達・物流を含めたコスト構造を改

革する。コスト構造の改革に加え、グローバルレベルでの適地生産・適地販売の実現により、製造コス

トの大幅な削減を目指す。 

 

① 三鷹製作所からの移転 

三鷹製作所の生産機能は、長野日本無線㈱・上田日本無線㈱・海外生産子会社に移転する。

あわせて、技術部門および間接部門も、新生産拠点および営業拠点との連携を考慮した新立地

に移転し、最新の開発環境を整えた技術センターを建設するなど、グローバル競争に勝つための

技術開発力を強化する。三鷹製作所は閉鎖する。 

② 海外生産拠点の設立 

長野日本無線㈱の海外生産子会社（中国・広東省深圳市）に資本参加し、生産能力を大幅に

拡大する。あわせて、東南アジアにおける新生産拠点の設立に着手する。 

③ 購買の一元化と物流改革 

エレクトロニクス 3 社の購買一元化、海外部品調達の拡充および物流体制の見直しによりコスト

削減を進める。 
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④ 人員削減 

構造改革にともなう最適人員体制の構築のため、日本無線従業員約 2,900 名の内、希望退職

の募集により約 650 名の人員を削減する。 

⑤ 三鷹製作所・埼玉工場の土地売却 

生産・技術・間接部門の移転により遊休地化する三鷹製作所の土地については売却を検討し、

得られた資金は事業構造改革の実施および新規事業育成などに有効活用する。また、SAW デバ

イス事業(※)の新日本無線㈱への移管により遊休地化する埼玉工場（埼玉県ふじみ野市）の土地

についても売却を検討する。 

      (※) SAW デバイス＝特定の周波数の電気信号を取り出すフィルタとして、主に携帯電話、スマート

フォンなどの移動体通信機器や、GPS などの自動車部品に幅広く使用されている 

 

Ⅲ．今後の見通し 

生産拠点の再編や希望退職募集の内容および時期などについては具体策を立案中であるため、内容

が確定次第お知らせいたします。 

また、当期業績への影響につきましても、現在精査中であり、詳細が明確になり次第お知らせいたしま

す。 

 

以 上 


